
 

   

  案件概要表 

Ⅰ．提案事業の概要 

1．対象国名 モンゴル国 

2．案件名 モンゴル自立生活センター強化プロジェクト（草の根パートナー型） 

3．事業の背景と必要性 モンゴルは 2009年に障害者権利条約を批准し、国内法の法整備と同時に障害者施策も進んできている。

さらに、障害者の就労支援プログラムなど障害者支援の目的別の支援プログラムに加えて、2022 年には

障害者権利法の改正に取り組むなどモンゴル政府の障害者施策に対する積極的な姿勢が見受けられる。  

しかし、障害者の自立生活や介助派遣サービスに関しては、行政及び一般市民の認知は十分ではなく、

政策面でも予算面でも他のサービスに比べて進捗は遅れている。また、モンゴルでは文化的に家族のつな

がりが強く、成人後も親世帯と同居を続けることが多いため、障害者は家族、親族が面倒を見るケースや

施設に入所するケースが多く、障害者の自立に対しての理解も進んでいない。 

4．プロジェクト目標 ウランバートルで、自立生活センターの機能が強化され、役割が広く理解される。 

5．対象地域 モンゴル国ウランバートル市 

6．受益者層 

（ターゲットグループ） 

・自立生活センターのスタッフ約 15名 

・ウランバートルで自立生活体験を行う年間 30名以上の障害者及びその家族、介助者養成研修を受け介

助者となる健常者、自立生活に関するセミナー・講座を受講した障害者と一般市民、自立生活の発展に伴

ったアクセシビリティの向上により受益する障害者、高齢者及び子ども等の社会的に脆弱な人々 

7．生み出すべきアウトプ

ット及び活動 

【アウトプット】 

アウトプット 1：Universal Progress自立生活センターの運営体制が強化される。 

アウトプット 2：Universal Progress自立生活センターで介助派遣の体制が整備される。 

アウトプット 3：Universal Progress自立生活センターの障害を持つ利用者への支援体制が強化される。  

アウトプット 4：Universal Progress自立生活センターの権利擁護活動を出来る体制が整備される。 

【活動】 

活動 1-1：自立生活の理念について研修を実施する。 

活動 1-2：組織の運営について研修を実施する。 

活動 1-3：組織の財務管理に関する研修を実施する。  

活動 1-4：組織の自立発展性について計画を立てる。 

活動 2-1：介助者となる希望のある人材を集める。  

活動 2-2：介助者養成研修を実施する。  

活動 2-3：介助派遣コーディネーターを養成する。  

活動 2-4：利用者と介助者のマッチングのシステムを作る。  

活動 2-5：介助者のフォローアップ研修を実施する。  

活動 2-6：介助の派遣実績を統計にまとめる。 

活動 3-1：自立生活を希望する潜在的な障害者を集める。  

活動 3-2：障害者スタッフによる自立生活に関する相談窓口を強化する。  

活動 3-3：ピアカウンセリングや自立生活プログラムのリーダーとなる障害者スタッフを育成する。  

活動 3-4：ピアカウンセリングを実施する。  

活動 3-5：自立生活プログラムを実施する。  

活動 3-6：自立生活希望者に対して、自立生活体験室を使って自立生活体験プログラムを実施する。  

活動 3-7：自立生活体験の感想を聞き取る。 

活動 4-1：Universal Progress自立生活センターの障害者スタッフが自立生活や障害者の権利、モンゴ

ル国の社会福祉政策を理解するよう働きかける。  

活動 4-2：Universal Progress自立生活センターの障害者スタッフがウランバートルの障害者に対して

自立生活や障害者の権利、モンゴル国の社会福祉政策に関する研修やセミナーが出来るよう働きかける。  

活動 4-3：Universal Progress自立生活センターの障害者スタッフが中心となり、行政の取り組みに参

画するための活動を行う。  

活動 4-4：ウランバートルの市民に対して障害者スタッフが自立生活や障害者の権利について理解を深

める啓発活動を行う。  

活動 4-5：ウランバートルで障害者の自立生活のロールモデルを作る。 

8．実施期間 2023年 11月～2026年 11月（3年 0ヶ月） 

9．事業費概算額 128,517千円（合理的配慮費用含む） 

10.現地カウンターパート Universal Progress自立生活センター（UPセンター） 

Ⅱ．実施団体の概要 

1．提案団体名 特定非営利活動法人メインストリーム協会 

2．活動内容 介助者派遣事業、障害者権利擁護事業、障害者やその家族のためのピアサポート、啓発活動、人材育成等 

 

 


